
別
表
第
五
f

を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

平成™�年š月š˜日 月曜日 (号外特第�号)官 報

（
法
人
税
法
の
一
部
改
正
）

第
三
条

法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「
第
一
節

課
税
標
準
及
び
そ
の
計
算
（
第
百
四
十
一
条
・
第
百
四
十
二
条
）」を
「
第
一
節

課
税
標
準

第
一
款

課
税
標

第
二
款

恒
久
的

第
三
款

そ
の
他

及
び
そ
の
計
算

準
（
第
百
四
十
一
条
）

施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
（
第
百
四
十
二
条
e

第
百
四
十
二
条
の
八
）

の
国
内
源
泉
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算
（
第
百
四
十
二
条
の
九
）

」に
、「
第
百
四
十
三
条
・
第

百
四
十
四
条
」
を
「
第
百
四
十
三
条
e

第
百
四
十
四
条
の
二
」
に
、「
第
三
節

申
告
、
納
付
及
び
還
付
等
（
第
百
四

十
五
条
）」を

「
第
三
節

申
告
、
納
付
及
び
還
付
等

第
一
款

中
間
申
告
（
第
百
四
十
四
条
の
三
e

第
百
四
十
四
条
の
五
）

第
二
款

確
定
申
告
（
第
百
四
十
四
条
の
六
e

第
百
四
十
四
条
の
八
）

第
三
款

納
付
（
第
百
四
十
四
条
の
九
・
第
百
四
十
四
条
の
十
）

第
四
款

還
付
（
第
百
四
十
四
条
の
十
一
e

第
百
四
十
四
条
の
十
三
）

第
五
款

更
正
の
請
求
の
特
例
（
第
百
四
十
五
条
）

」 に
、「
第
五
章

更
正
及
び

決
定
（
第
百
四
十
七
条
）」を
「
第
五
章

恒
久
的
施
設
に
係
る
取
引
に
係
る
文
書
化
（
第
百
四
十
六
条
の
二
）

第
六
章

更
正
及
び
決
定
（
第
百
四
十
七
条
e

第
百
四
十
七
条
の
四
）

」に
改

め
る
。

第
二
条
第
十
二
号
の
十
七
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
二
の
十
八

恒
久
的
施
設

次
に
掲
げ
る
も
の
を
い
う
。

イ

外
国
法
人
の
国
内
に
あ
る
支
店
、
工
場
そ
の
他
事
業
を
行
う
一
定
の
場
所
で
政
令
で
定
め
る
も
の

ロ

外
国
法
人
の
国
内
に
あ
る
建
設
作
業
場
（
外
国
法
人
が
国
内
に
お
い
て
建
設
作
業
等
（
建
設
、
据
付
け
、

組
立
て
そ
の
他
の
作
業
又
は
そ
の
作
業
の
指
揮
監
督
の
役
務
の
提
供
で
一
年
を
超
え
て
行
わ
れ
る
も
の
を
い

う
。）を
行
う
場
所
を
い
い
、
当
該
外
国
法
人
の
国
内
に
お
け
る
当
該
建
設
作
業
等
を
含
む
。）

ハ

外
国
法
人
が
国
内
に
置
く
自
己
の
た
め
に
契
約
を
締
結
す
る
権
限
の
あ
る
者
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
者
で

政
令
で
定
め
る
も
の

第
二
条
第
二
十
六
号
中
「
同
条
第
二
十
二
項
」
を
「
同
条
第
二
十
四
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
十
号
中「（
第
百
四

十
五
条
第
一
項
（
外
国
法
人
に
対
す
る
準
用
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）」
を
「
又
は
第
百
四
十
四
条
の

三
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
中
間
申
告
）」に
改
め
、
同
条
第
三
十
一
号
中
「（
第
百
四
十
五
条
第
一
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）」
を
「
又
は
第
百
四
十
四
条
の
六
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
（
確
定
申
告
）」に
改
め
、
同

条
第
三
十
八
号
中
「
納
付
）（
第
百
四
十
五
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）又
は
」
を
「
納
付
）、」に
、

「
）
の
規
定
」
を
「
）
又
は
第
百
四
十
四
条
の
九
（
中
間
申
告
に
よ
る
納
付
）
の
規
定
」
に
改
め
、
同
条
第
四
十
号

中
「
並
び
に
第
百
三
十
五
条
第
三
項
第
三
号
」
を
「
、
第
百
三
十
五
条
第
三
項
第
三
号
」
に
改
め
、「
特
例
）」の
下
に

「
、
第
百
四
十
七
条
の
三
（
確
定
申
告
に
係
る
更
正
等
に
よ
る
所
得
税
額
等
の
還
付
）
並
び
に
第
百
四
十
七
条
の
四

（
確
定
申
告
に
係
る
更
正
等
又
は
決
定
に
よ
る
中
間
納
付
額
の
還
付
）」を
加
え
る
。

第
四
条
第
三
項
中
「
第
百
三
十
八
条
」
を
「
第
百
三
十
八
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
九
条
第
一
項
中
「
各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
」を
削
り
、「（
外
国
法
人
に
係
る
法
人
税
の
課
税
標
準
）」を「（
課

税
標
準
）」に
、「
各
号
に
掲
げ
る
」
を
「
各
号
に
定
め
る
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
三
第
三
項
中
「
前
二
項
」
を
「
前
各
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に

次
の
二
項
を
加
え
る
。

３

恒
久
的
施
設
を
有
す
る
外
国
法
人
が
恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
（
当
該
外
国
法
人
を
被
合
併

法
人
と
す
る
適
格
合
併
そ
の
他
の
政
令
で
定
め
る
事
由
に
よ
り
恒
久
的
施
設
を
有
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
を
除

く
。）に
は
、
そ
の
有
し
な
い
こ
と
と
な
る
日
に
当
該
外
国
法
人
が
解
散
し
た
も
の
と
み
な
し
て
、
第
百
四
十
四
条

の
十
三
第
九
項
（
欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る
還
付
）
の
規
定
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
規
定
を
適
用
す
る
。
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